
（単位：千円）

資  産  の  部 負  債  の  部
科  目 金  額 科  目 金  額

流動資産 46,282,105 流動負債 21,009,047

 現金及び預金 502,398  買掛金 2,240,504
 割賦債権 14,668,617  短期借入金 8,400,000
リース債権 2,865,812  １年以内返済予定の長期借入金 9,693,588
リース投資資産 28,528,251 リース債務 1,642
リース料等未収入金 77,760 未払金 91,019
前払費用 268,401 未払費用 77,848
未収収益 29,381 未払法人税等 54,076
その他の流動資産 20,434 未払消費税等 150,446
貸倒引当金 △ 678,953 賃貸料等前受金 107,942

リース料等前受金 160,616
その他の流動負債 31,362

固定資産 1,021,884 固定負債 21,327,609

 有形固定資産 519,629  長期借入金 20,899,715
 賃貸資産 323,187  長期リース債務 2,393
 社用資産 196,441  長期未払金 339,845
　　建物 79,472  退職給付引当金 85,656

　建物附属設備 7,212
　土　地 98,180
　その他 11,574

 無形固定資産 31,823
    社用資産 31,823

ソフトウエア 26,780 負  債  合  計 42,336,657
その他 5,042 純  資  産  の  部

 投資その他の資産 470,431 株主資本 4,787,275
 投資有価証券 283,190  資本金 500,000
 破産更生債権等 249,200  資本剰余金 358,000
 長期前払費用 593  資本準備金 358,000
 差入保証金 3,437  利益剰余金 3,929,275
 繰延税金資産 126,792  利益準備金 8,780
 その他投資 39,315  その他利益剰余金 3,920,495
 貸倒引当金 △ 232,098 　　繰越利益剰余金 3,920,495

評価・換算差額等 180,056
 その他有価証券評価差額金 180,056

純  資  産  合  計 4,967,332
資  産  合  計 47,303,989 負債及び純資産合計 47,303,989

貸  借  対  照  表
（2026年3月31日現在）



（単位：千円）

科           目

売 上 高  12,177,969

     リース売上 10,822,265
     割賦収益 239,748
 　　その他の売上高 1,115,954

売上原価 11,188,411

     リース原価 9,596,290
     資金原価 286,640
  　 その他の売上原価 1,305,480

売上総利益 989,557

販売費及び一般管理費 920,512

営業利益 69,044

   営業外収益 9,915

 　　 受取利息及び配当金 8,542
      その他の営業外収益 1,373

   営業外費用 11,047

      支払利息 9,608
      その他の営業外費用 1,439

経常利益 67,913

税引前当期純利益 67,913

    法人税、住民税及び事業税 83,269

    法人税等調整額 △ 62,840

当期純利益 47,484

損   益   計   算   書
（自 2025年４月１日  至 2026年 ３月31日） 

金                 額



 

個 別 注 記 表 

金額記載単位に関する注記 

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準および評価方法 

(１) 有価証券の評価基準および評価方法 

その他有価証券 

① 市場価格のない株式等以外のもの‥‥時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

② 市場価格のない株式等‥‥移動平均法による原価法 

(２) 貯蔵品の評価基準および評価方法 

       個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(１) 賃貸資産 

見積賃貸期間を償却年数とし、当該期間終了時の処分見積価額を残存価額とする定額法 

(２) 社用資産 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

建    物‥‥‥‥‥定額法 

建物附属設備‥‥‥‥‥定率法（ただし、2016 年４月１日以降に取得した建物附属設備については、

定額法） 

そ  の  他‥‥‥‥‥定率法 

② 無形固定資産 

ソフトウェア‥‥社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

       ③ リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

‥‥リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

 

３．引当金の計上基準 

(１) 貸倒引当金‥‥‥‥債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒 

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

(２) 退職給付引当金‥‥従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き、必要額を計上しております。 

            退職給付引当金および退職給付費用の計算に、退職給付にかかる期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

４．収益・費用の計上基準 

(１) ファイナンス・リース取引に係る売上高および売上原価の計上基準 

リース料を収受すべき時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

(２) オペレーティング・リース取引に係る売上高の計上基準 

リース契約期間に基づくリース契約上の収受すべき月当たりのリース料を基準として、その経過期間に対

応するリース料を計上しております。 

(３) 割賦販売取引に係る売上高および売上原価の計上基準 

利息相当額を売上高として各期に配分する方法によっております。 



 

 

 (４) 金融費用の計上基準 

金融費用は、売上高に対応する金融費用とその他の金融費用を区分計上することとしております。 

その区分の方法は、総資産を営業取引に基づく資産とその他の資産に区分し、その資産残高を基準として

営業資産に対応する金融費用は資金原価として売上原価に、その他の資産に対応する金融費用を営業外費

用に計上しております。 

なお、資金原価は、営業資産に係る金融費用からこれらに対応する受取利息を控除して計上しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

貸借対照表に関する注記 

１．担保に供している資産および担保にかかる債務 

                                              （単位：千円） 

種  類 

担保に供している資産 担保にかかる債務 

当事業年度末 

帳簿価額 
担保権の種類 内  容 

当事業年度末 

残高 

リース債権 ３８２,３８３ 

譲渡担保 

１年以内返済予定の 

長期借入金 
２４５,０００ 

リース投資資産 ― 

割賦債権 ２９６,１８４ 長期借入金 １３０,０００ 

計 ６７８,５６７  計 ３７５,０００ 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 

                      （単位：千円） 

賃貸資産 ８４,４１１ 

建物 ６９,５７３ 

建物附属設備 ４７,３２９ 

その他 ５７,８１２ 

計 ２５９,１２６ 

 

３．リース債権・リース投資資産および割賦債権の内訳 

                                             （単位：千円） 

 リース債権 リース投資資産 割賦債権 

債権額 ３,００４,２５９ ３０,９０１,２２７ １４,６６８,６１７ 

見積残存価額 ―   ６２３,１５３ ―   

維持管理費用相当額 △１８,０５４ △１,１７２,５５７ ―   

受取利息相当額 △１２０,３９２ △１,８２３,５７１ ― 

計 ２,８６５,８１２ ２８,５２８,２５１ １４,６６８,６１７ 

 

４．未経過リース期間にかかるオペレーティング・リース契約債権 

                      （単位：千円） 

リース債権 ７９,３８９ 

 

５．１年を超えて入金期日の到来する営業債権等 

（単位：千円) 

リース債権 ２,２０４,６０６ 

リース投資資産 ２２,４４３,１２８ 

割賦債権 ９,７８０,６７４ 

未経過リース期間にかかるオペレーティング・リース契約債権 ３９，５００ 

計 ３４,４６７,９１０ 

 

６．関係会社に対する金銭債権債務 

（単位：千円） 

金銭債権 

 短期 

 

７２９,８５６ 

金銭債務 

 短期 

 長期 

 

１１,１０８,５８８ 

１８,６９４,７１５ 



 

７．リース債権およびリース投資資産にかかるリース料債権部分について、貸借対照表日後５年以内における１年ご

との回収予定額および５年超の回収予定額 

（単位：千円） 

１年以内の回収予定額 ９,２５７,７５２ 

１～２年以内の回収予定額 ７,７１３,９８５ 

２～３年以内の回収予定額 ６,４０５,４９２ 

３～４年以内の回収予定額 ４,５２０,１４８ 

４～５年以内の回収予定額 ３,０３６,３９０ 

５年超の回収予定額 ２,９７１,７１７ 

計 ３３,９０５,４８７ 

 

 

損益計算書に関する注記 

１．関係会社との取引高 

（単位：千円） 

売上高 

リース売上高 

その他の売上高 

２６１,８２４ 

２６１,８２４ 

０ 

仕入高（資金原価） ２４２,４４９ 

販売費及び一般管理費 ３７３,８４８ 

営業取引以外の取引高  

 受取利息 ６２ 

 支払利息 ８,０５５ 

 

２．資金原価の内訳 

（単位：千円） 

支払利息 ２８８,５１９ 

受取利息 △１,８７８ 

計 ２８６,６４０ 

 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（単位：株） 

 
当事業年度 

期首株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度 

末株式数 
摘要 

発行済株式      

 普通株式 ２,０００ ― ― ２,０００  

  合 計 ２,０００ ― ― ２,０００  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２．配当に関する事項 

   (１)配当支払額 

     該当事項はありません。 

 

 

   (２)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

     次のとおり付議を予定しております。 

     

付  議 
株式の 

種類 

配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額

（円） 

基準日 効力発生日 

2026年6月26日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 ２０,０００ 利益剰余金 １０,０００ 2026年3月31日 2026年6月29日 

 

 

 

税効果会計に関する注記 

 １．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

                         （単位：千円） 

   繰延税金資産 

    未払事業税                    ３,６０５ 

    未払賞与                   １０,８２０ 

    退職給付引当金                ２６,８１０ 

    株式報酬引当金                   ５３４ 

貸倒引当金                 ２５５,４３６ 

    貯蔵品評価損                     ５３１  

   繰延税金資産小計               ２９７,７３６ 

   評価性引当額                  △２，３３１ 

   繰延税金資産合計               ２９５,４０７ 

繰延税金負債 

 割賦債権                   ８６,５８０ 

     その他有価証券評価差額金           ８２,０３４ 

   繰延税金負債合計               １６８,６１５ 

   繰延税金資産の純額              １２６,７９２ 

 

 

 

金融商品に関する注記 

 １．金融商品の状況に関する事項 

   （１）当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行等金融機関からの借入に

より行っております。 

   （２）リース債権、リース投資資産、割賦債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図

っております。 

また、投資有価証券は主に株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。 

   （３）借入金の使途は運転資金（主として短期）およびリース物件購入資金（長期）であります。 

 

 

 

 



 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2026年３月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。なお、 

市場価格のない株式等（貸借対照表計上額２,９９０千円）は、「その他有価証券」には含めておりません。 

   「現金及び預金」「買掛金」「短期借入金」については、現金であること、および預金、買掛金、短期借入金は 

短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

 

                                              （単位：千円） 

 貸借対照表計上額(*) 時価(*) 差額 

(1) 割賦債権 

   貸倒引当金 

１４,６６８,６１７ 

△３６３,６９６ 

  

１４,３０４,９２０ １４,６１３,３９９ ３０８,４７８ 

(2) リース債権 

   貸倒引当金 

２,８６５,８１２ 

△１９,００９ 
  

２,８４６,８０２ ２,８５０,４８２ ３,６７９ 

(3) リース投資資産 

   貸倒引当金 

２８,５２８,２５１ 

△２９５,７２７ 
  

２８,２３２,５２４ ２８,３６２,６６９ １３０,１４４ 

(4) 投資有価証券 

   その他有価証券 

 

２８０,２００ 

 

２８０,２００ 

 

－ 

(5) 破産更生債権等 

   貸倒引当金 

２４９,２００ 

△２３２,０９８ 

  

１７,１０２ １７,１０２ － 

(6) 長期借入金 (３０,５９３,３０３) (３０,２２２,１９１) △３７１,１１１ 

(7) 長期未払金 (３３９,８４５) (３２１,１０３) △１８,７４１ 

 (*) 負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 

 
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

    金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベ 
ルに分類しております。 

     レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により算定した時価 
     レベル２の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定 

した時価 
       レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 
      時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ 

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 
      
    (1) 割賦債権、(2) リース債権および(3) リース投資資産 
      これらの時価については、元利金等の合計額を同様の新規リース契約取引および新規割賦契約取引を行っ 
      た場合に想定される利率で割り引いて算出しており、レベル３の時価に分類しております。 

また、破綻懸念先に対する債権については、担保および保証による回収可能見込額に基づいて貸倒見積高 
を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似
しており、当該価額をもって時価としております。 

(4) 投資有価証券 
      上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価

をレベル１の時価に分類しております。 
    (5) 破産更生債権等 

破産更生債権等は、担保および保証による回収可能見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、
時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を
もって時価としていることから、レベル３の時価に分類しております。 

 
(6) 長期借入金 

      長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引
いて算定しており、レベル３の時価に分類しております。 

      なお、長期借入金には１年以内返済予定の長期借入金を含んでおります。 
    (7) 長期未払金 
      長期未払金の時価については、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローと、

返済期日までの期間を加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類し
ております。 

 



 

関連当事者との取引に関する注記 

１．親会社との取引 

属

性 

会

社

等

の

名

称 

住

所 

資本金 

(千円) 

事

業

の 

内

容 

議決権

等の 

被所有

割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科 目 

期末残高 

(千円) 
役員の 

兼任等 

事業上の 

関係 

親

会

社 

㈱ 

南 

都 

銀

行 

奈

良

市

大

宮

町

四

丁

目

2

9

7

番

地

の

2 

37,924,152 

銀

行

業 

間接 

100％ 

兼任 

３名 

転籍 

４名 

事業資金 

の借入 

・ 

情報機器

等の 

リース等 

短期事業

資金の 

借入 

(注１) 

44,400,000 

短期 

借入金 
3,400,000 短期事業

資金の 

返済 

(注１) 

47,400,000 

長期事業

資金の 

借入 

(注１) 

13,700,000 

１年以内 

返済予定の 

長期借入金 

7,708,588 

長期 

借入金 
18,694,715 

長期事業

資金の 

返済 

(注１) 

7,873,588 

利息の 

支払 

(注１) 

252,393 
前払費用 

(前払利息) 
15,692 

リース料

の受取 

(注２) 

 

260,824 

未収収益 

(未収利息) 

 

1,345 

リース料等

前受金 
25,709 

リース 

投資資産 
228,225 

賃貸資産 35,006 

 (注１) 短期事業資金の借入および長期事業資金の借入利率は一般市中金利等を勘案して、一般的取引条件と同様の

取扱を受けております。 

(注２) リース取引の条件は、一般市中金利等を勘案して、一般的取引条件と同様に決定しております。 

 

 

 

 

 

 

 



 

２．兄弟会社との取引 

属

性 

会

社

等

の

名

称 

住

所 

資本金 

(千円) 

事

業

の 

内

容 

議決権

等の 

被所有

割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科 目 

期末残高 

(千円) 
役員の 

兼任等 

事業上の 

関係 

親

会

社

の

子

会

社 

南

都

信

用

保

証

㈱ 

奈

良

市

大

宮

町

４

丁

目

２

６

６

番

地

の

１ 

１０，０００ 

信

用

保

証

業 

なし 
兼任 

２名 

事業資金 

の借入 

短期事業

資金の 

借入 

(注１) 

5,000,000 

短期 

借入金 
5,000,000 

短期事業

資金の 

返済 

(注１) 

5,000,000 

(注１) 短期事業資金の借入利率は一般市中金利等を勘案して、一般的取引条件と同様の取扱を受けております。 

 

 

１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額         ２,４８３,６６６円２１銭 

 ２．１株当たり当期純利益           ２３,７４２円３８銭 

 

重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 


